
 

『Ｈ３１年度経産省税制改正要望 各施策の延長・強化求める』 

 
 今回の経済産業省税制改正要望では既報の通り、個人事業者の円滑な事業承継のため工作機械

等、建物、土地にかかる税の軽減に加え、要件を満たす事業承継ファンドから出資を受けた場合にも中

小企業税制の適用を受けられるよう求めている。 

 要望ではさらに、以下の項目が挙げられた。【地域未来投資促進税制】賃上げ等を行いつつ地域経済

をけん引する企業に対し税額控除の控除率（機械装置４％、建物２％）や控除上限（法人税額の２０％）

を引き上げる【中小企業投資促進税制、商業等活性化税制、及び中小企業者等の法人税率の特例】３

２年度末まで２年延長【中小企業等経営強化税制】２年延長し、働き方改革を支援する観点を踏まえ拡

充【研究開発税制】税額控除の上限の見直し等を含め強化【ストックオプション

税制】国内外の高度・専門人材が活躍できるよう適用対象者を拡大、行使限度

額を引上げ【新設法人の欠損金の繰越控除】１００％控除できる期間を１０年目

まで延長【適格組織再編税制】逆さ合併、三角合併等を適格組織再編の対象

とする。このほか、印紙税のあり方、非上場株式等についての納税猶予・免除に

係る手続、役員の業績連動給与に係る損金算入要件、償却資産課税のあり方

等についてもそれぞれ所要の見直しを求めている。 
      

 

『富裕層と関係法人等を一体管理 税務署、試行的に導入』 
 

 国税庁は昨年から富裕層への対応を強化しているが、平成３０事務年度でも富裕層対応に力を入れ

ることを指示。一部報道では、一部の税務署で富裕層とその関係法人等を含めて一体的に管理する体

制を試行的に導入した。富裕層への対応強化策として同庁は昨年、全国の国税局に富裕層プロジェク

ト・チーム（ＰＴ）を設置した。税務署は通常、法人部門は法人、個人部門は個人と、部門ごとに対象の情

報を管理しているが、ＰＴでは各部門の一部の担当者がチームを組み、一定基準以上の富裕層とされ

る個人だけでなく、その親族等の関係個人や法人をまとめて管理。将来の相続税の適正課税も含め一

体的かつ継続的にグループ単位で情報収集や分析を行う形にした。 

 今回、一部の税務署で試行導入した一体管理体制は、富裕層ＰＴのいわば普及版で、税務署からみ

て多額の資産を持ち、一体的かつ継続的な管理が必要と判断したものを、同様の体制で管理していく。

その対象としては「見込保有資産総額が特に大きいもの」や「租税回避行

為など税務上問題があることが想定されるもの」が選定されるもよう。一体

管理体制は現在、東京・大阪・名古屋・関東信越国税局のうち、規模の大き

い１０署以上で行われているといわれ、取り組みを全国に広げる可能性も

ある。 
 
   出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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